
平成 28年 4月 20日 衆議院厚生労働委員会での公明党古屋議員と塩崎厚労大臣との質疑 
状況(正式な議事録ではありません) 
 
○古屋範子委員  
東京・葛飾区で起きました愛 羅ちゃんという女の子の虐待死事件なんですが、父親に継

続的に虐待を受けていた。児童相談所では、この愛羅ちゃん、家庭において見守り中だっ

たんですけれども、警察には情報提供していなかった。住民から、子供の泣き叫ぶ声がす

る、虐待ではないかということで一一〇番通報があったんですが、警察官が駆けつけたん

ですが、親からは夫婦げんかだというふうに言われて、そう言われてしまうと、なかなか

子供の服をめくって虐待があるかどうか確認をすることができないということで、結局は

愛羅ちゃんは死亡しました。遺体には四十カ所のあざがありました。   
私は、警察との連携ということは非常に重要であると思っております。児童相談所が案

件を抱え込まずに警察等他機関に情報提供していく、これも重要なのではないかと思って

おります。   
警察のＯＢで弁護士の、ＮＰＯシンクキッズの 後藤代表からもお話を伺いました。アメ

リカ、イギリスでは、児童保護部局と警察が虐待案件について全件について情報を共有し

ていく。警察から児童相談所への情報提供だけではなく、児童相談所から警察への情報提

供というものが必要です。 今、日本では高知県しかこれは行われておりません。住民が通
報するのも、やはり一一〇番に通報するということが非常に多いんだというふうに思いま

す。そこで、児童相談所長が通告を受けた虐待案件については警察に通知をするというこ

とを徹底して、虐待の危機対応は警察にも担ってもらうことで、児童相談所、人数が足り

ない、一極集中、なかなか対応ができないという事態を変えていかな ければならないとい
うふうに思います。最後にこれについての御見解を伺って、質問を終わります。  
 
○塩崎国務大臣  
児童虐待につきましては、市町村、児童相談所、そしてまた関係機関と緊密な連携をす

るということが大事であり、中でも警察との連携というのが極めて大事なのは御指摘のと

おりだと思います。児童相談所では、警察との間で、個別ケースの積極的な情報交換とか、

あるいは子供の安全確保のための警察への援助要請、相互協力による職員 研修、警察官Ｏ
Ｂの採用などを推進するとともに、市町村の要保護児童対策地域協議会、いわゆる要対協、

これを活用して連携を図っているわけであります。 
 これをさらに進めるためには、今月、警察庁から各都道府県警察に対しまして、児童虐

待が疑われる場合は児童相談所に過去の対応状況等を照会 するような通達が既に発出を
されてございます。   
これを受けて、厚生労働省としても、児童相談所において、刑事事件として立件可能性

がある重篤事案、あるいは子供の安全確認について保護者の強い抵抗が予想されるような



事案、こういったものなどを把握したときは、迅速、確実に警察と情報共有を行うことに

ついて通知を、これはことしの四月一日付で行ったところでございます。 
今国会に提出中の児童福祉法等の改正案では、市町村の要対協の調整機関に専門職を配

置し、関係機関の連携を一層強化することとしておりまして、こうした取り組みを通じて、

児童虐待への対応に全力で取り組んでまいりたいと思います。 
 私どもも、警察との話し合いの中で、警察の側でも児童心理などについての専門性を持

った方を 採用するなどの努力もしていただいているというふうに聞いております。 


